熊本県収用委員会　会長　塚本　侃　殿
　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    　  　　平成14年５月14日

国土交通省意見書(平成14年４月30日、国九整一用第34号)に対し、回答書を提出いたします。
　　　　　　　　　　　　「その他権利を主張する者」代理人　明治学院大学教授　熊本一規

国 土 交 通 省 意 見 書 に 対 す る 回 答 書

　国土交通省の意見書は、A4版１枚、400字にしてわずか３枚のきわめて短いものである。筆者の意見書が400字で100枚、加えてA4版で44枚もの資料を添付していることと比べ、あまりに貧弱というほかはない。

　量的にのみならず、質的にも、それはあまりに貧弱である。質問に答えない、法を無視する、私の主張を歪曲する、証明すべき結論を前提とする、根拠なしに主張するなどの手法ばかりで、まともな論理展開は皆無である。

以下、「 １　漁業権の帰属について」、及び「 ２　権利消滅裁決後の補償について」のそれぞれに反論を加えることをつうじて、そのことを明らかにする。
1　漁業権の帰属について

① 条文説明要求書に一切答えていない
　誤った最高裁判決は、過去にいくらもある。したがって、平成元年七月最高裁判決にしても、最高裁判決だからといって正しいとは限らず、社員権説を裏付ける有力な見解に過ぎない。他方の総有説にも、我妻栄や浜本幸生の有力な見解がある。我妻栄が「民法の神様」であり、また、浜本幸生が水産庁で「漁業法の神様」と呼ばれていたことからすれば、権威比べでも総有説のほうが上である。

しかし、有力な見解を挙げるだけでは、その法解釈が100％正しい法解釈であることの証明にはならない。そこで、３月25日収用委員会において、「あらゆる条文を説明できる法解釈が正しい法解釈である」との命題が認められ、国土交通省と筆者とが、お互いに相手の見解に基づけば説明不可能と思われる漁業法の条文をぶつけあい、それに答えあうことが決められた。それに基づき、私は、４月２日付けで10項目にわたる条文説明要求書を提出した。

　ところが、国土交通省は、４月２日付け条文説明要求書に対して、一言も答えていない。説明しようとしてできていないのならまだしも、説明を試みてさえいない。「平成元年最高裁判決は、その時点での漁業法の条文を前提に判決がなされたものと認識している」と述べているだけである。これではまったく条文説明になっていない。　　
「あらゆる条文を説明できる法解釈が正しい法解釈である」に基づけば、これは、国土交通省が条文説明の務めを放棄し、社員権説が誤りであることを自ら認めたに等しい。
② 平成13年の漁業法31条改正を無視している

国土交通省は、「平成13年漁業法改正により、平成元年最高裁判決で判示された漁業権の帰属について否定する条文は設けられていないと理解している」と述べている。

　しかし、「理解している」というだけでは説明にはならない。ましてや、私の４月28日付け意見書に詳述しているように、平成13年漁業法改正では漁業法31条が改正され、共同漁業権の分割・変更・放棄に関係組合員の三分の二以上の同意を義務付けたのであるから、「平成13年漁業法改正により、平成元年最高裁判決で判示された漁業権の帰属について否定する条文は設けられていない」とは、とうてい言えない。

　平成13年漁業法改正により、平成元年最高裁判決で判示された漁業権の帰属について否定する条文(31条)が設けられたのであるから、社員権説を採る国土交通省は、改正31条を社員権説ないしは別の説に基づいて説明しなければならないはずである。
③ 行政府が従うべきは現行法である

　国土交通省は、「行政府として、少なくとも直近の最高裁判決に従って行政を執り行う必要がある」と述べるが、これは誤りである。行政府が従うべきは、「現行法」であって、「直近の最高裁判決」ではない。ましてや、本件の場合、「直近の最高裁判決(平成元年七月)」後に法改正がなされ、その法改正が「直近の最高裁判決」と矛盾する内容を含むのであるから、「直近の最高裁判決に従って行政を執り行う必要がある」と言えないことは、明らかである。

２　権利消滅裁決後の補償について

① ホワイトボードでの説明を歪曲している　

国土交通省は、３月25日の私のホワイトボードでの説明を歪曲している。

　ホワイトボードでの説明は、次に掲げるような、A.２月27日収用委員会での質問、及びB.国土交通省の回答(３月15日意見書)をふまえて行なったものである。　
A. ２月27日収用委員会における国土交通省への質問項目

「４．公共用地の取得に伴う損失補償基準要綱17条に基づけば、消滅補償額は、収用に伴う漁業収益の減少分を資本還元した額となる。共同漁業は、免許がなくても営める自由漁業（漁業法９条）であり、したがって、共同漁業権が漁協から収用されても、組合員は従来と全く同様に共同漁業を営める(漁業法９条、14条１1項)。したがって、共同漁業権が収用されても漁業収益は全く減少しない。しかるに、何故共同漁業権の収用に伴って消滅補償を支払えるのか？」。
B.　国土交通省回答(３月15日意見書)
「今回申請に係る収用対象区域は、収用裁決後の工事着手以降、漁が不可能となる区域となることから、補償の算定上、『共同漁業権が収用されても漁業収益が全く減少しない』ことは想定しておりません。権利消滅に係る区域の漁獲量の減少に応じた権利消滅補償がなされることになります」。
　

要するに、私が「収用しても漁業収益は減少しないから消滅補償は支払えない」と質したのに対し、国土交通省は、「ダム工事によって漁業ができなくなるから消滅補償を支払える」と答えたのである。

　この国土交通省の回答に対し、３月25日のホワイトボードでの説明では、私の４月28日付け意見書の図２を示して、「ダム工事によって漁業ができなくなることに対する補償ならば、収用に伴ってではなく、工事着工前に補償契約を通じて支払わなければならない。また、漁協にではなく漁民に対して支払わなければならない」と述べたのである。
　したがって、ホワイトボードでの私の主張を、４月30日付け国土交通省意見書のように「収用裁決後も漁民との補償契約が必要」とすることは、歪曲である。

② 証明すべき結論を前提としている

①で述べた経緯から明らかなように、この議論のそもそもの出発点は、「収用の際に、なぜ漁協に消滅補償を払えるのか」という問いである。それに対して国土交通省が「ダム工事によって漁ができなくなるから」と答え、それに私が「ダム工事によって漁業ができなくなることに対する補償ならば、収用に伴ってではなく、工事着工前に補償契約を通じて支払うべきであるし、また漁協にではなく漁民に対して支払うべきである」と反論したのである。

　この私の反論を「収用裁決後も漁民との補償契約が必要」と歪曲したうえで、国土交通省は、４月30日付け意見書において、次のように回答している。
「漁業権の権利消滅裁決後に、当該消滅に係る区域で、ダム工事までの間に漁をされる方が出てきたとしても、
・その方が漁協の組合員である場合に、漁業権の消滅までの間は、平成元年最高裁判決により漁協を相手方として補償することになるが、昨年11月28日の球磨川漁協総会において補償金の配分委員会設置の議案が提起されたように、配分委員会等による漁協から組合員への配分がなされる実態が見受けられる。その配分を受けた上に漁業権の消滅後にその方に補償をするというのは適切でないこと」
　要するに、「収用時に漁協に払う消滅補償が組合員に配分されるから、ダム工事の際に改めて組合員に補償するのは適当でない」というのである。

　しかし、「何故、収用時に消滅補償を払えるのか？」という問いに答えるための議論において、「収用時に消滅補償を支払う」ことを前提とするのは論理矛盾である。論理矛盾は、次のように、問いと回答を縦に並べると明らかである。

　問い：何故、収用に伴って消滅補償を払えるのか？

　回答：ダム工事によって漁ができなくなるから。

　問い：それなら、収用に伴ってではなく、ダム工事の際に補償契約を通じて払うべきではないか？

　回答：収用に伴って消滅補償を払うから、ダム工事の際には払えない。

　これでは、証明すべき結論を前提にしていることになり、証明は成り立たない。

この回答は、「二つの三角形の合同を証明せよ」という問いに対する次のような回答に等しい。

　問い：二つの三角形の合同を証明せよ。
　回答：二つの三角形の三辺が等しいから。

　問い：何故、二つの三角形の三辺が等しいのか？

　回答：二つの三角形が合同だから。
　このように、証明すべき結論を前提にするのは論理矛盾であり、証明は成り立たないのである。

国土交通省は、このような論理矛盾が明白になるのを避けるため、意図的に、私の反論を「収用裁決後も漁民との補償契約が必要」と歪曲したと思われる。
③ 根拠なしの「ダム工事の際に支払えない」
国土交通省は、４月30日付け意見書において、「収用時に漁協に払う消滅補償が組合員に配分されるから、ダム工事の際に改めて組合員に補償するのは適当でない」旨の主張に関し、「社会通念に照らして考えても、権利消滅裁決後に当該区域で漁をされる方との補償契約は必要なく、また、できないものと考えております」と述べている。これは、「社会通念に照らして考えても、二重補償はできない」ということである。

しかし、ここでも国土交通省は、収用時に消滅補償を支払うことを前提としたうえで、「収用時に漁協に払う消滅補償が組合員に配分されるから、ダム工事の際に改めて組合員に補償するのは二重補償になる」としている。収用時の消滅補償を前提とすることが論理矛盾であることは②で述べたが、それに加えて、国土交通省は、「収用時に支払うからダム工事の際に支払えない」ことについて、単に「二重補償ができない」という理由しか述べていない。「二重補償ができない」という理由だけならば、国土交通省とは全く逆に、「ダム工事の際に支払うから収用時には支払えない」との主張も成り立つのである。二重補償ができないとしても、何故ダム工事の際にではなく収用時に支払うことになるのか、国土交通省は何の根拠も示していない。

漁業補償の支払いは、漁業損失が発生することを要件とする。漁業損失が発生してはじめて、漁業収益の減少分を資本還元した額を補償できる。ところが、共同漁業権の収用に伴っては、組合員を含む関係漁民は従来どおり共同漁業を営めるから、何の漁業損失も生じない。したがって、収用時には消滅補償を支払えない―――このように、私は、「収用時には支払えず、ダム工事の際に支払わなければならない」ことの根拠を示している。他方、国土交通省は、「収用時に支払うからダム工事の際に支払えない」主張をするうえで、何の根拠も示していないのである。
④ 組合員に配分されるとは限らない

　国土交通省は、「収用時に支払うからダム工事の際に支払えない」主張をするうえで、収用時に漁協に支払われる補償が組合員に配分されることを前提としている。

しかし、漁協に一括して支払われる補償金が組合員に配分されるとは限らない。漁業振興基金として積み立てられたり、組合の赤字補填につぎこまれたりすることもある。そのように組合員に配分されない場合には、国土交通省の「収用時に支払うからダム工事の際に支払えない」という主張はまったく成り立たないことになる。

補償金が組合員に配分されたりされなかったりすること、また配分される際にも配分基準がまちまちであることについて、「補償を受ける者は漁協」とする社員権説では、まったく説明できない。なぜなら、私の４月28日付け意見書に述べたとおり、「補償を受ける者が漁協」であるならば、補償金は、漁協の損益計算書に計上され、年度末の決算時に他の損益と収支決算されて、その結果剰余金が発生した場合に、水協法56条１項に基づき、組合の損失を補填し、法定準備金や繰越金を差し引いた後に、初めて組合員への配当が可能になるからである。また、その場合の配当の基準は、同条２項に基づき、払込済出資額に応じた出資割か組合事業の利用分量に応じた利用割でなければならないからである。

補償金が組合員に配分されたりされなかったり、配分される際にも配分基準がまちまちであったりするのは、補償金が関係漁民集団の総有の財産であり、関係漁民集団の全員の同意を得た配分基準によって配分されるからである。組合の赤字補填につぎ込むことも、関係漁民集団全員が同意しさえすれば、可能なのである。

以上のように、補償金が組合員に配分されない場合には、国土交通省の「収用時に支払うからダム工事の際に支払えない」との主張が成り立たなくなるうえ、配分されないケースもあること自体が、補償金が関係漁民集団の総有の財産であることを示しているのである。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　上
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